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１ はじめに 

 海洋プラスチックごみの問題は，いまや世界

的に解決しなければならない課題という認識が

共有化されている。このまま何の対策を取らな

ければ，海洋に漂うプラスチックごみの量は，

2050 年には魚の重量を上回ると推計されてい

ることもあり 1)，現在環境科学センターにおい

て，マイクロプラスチックに関する調査研究を

進めているところである 。プラスチックがここ

まで広く使用されてきた要因は，改めて言うま

でもなく，「軽くて丈夫」という利点が非常に大

きいためである。過去からこれまで，使用済み

のプラスチックについては，どのように適正処

理すればよいか，あるいはどのようなリサイク

ル方法が適切かなどの議論が様々になされてき

た。特に家庭から排出される容器包装プラスチ

ックについては，現在のところ「容器包装に係

る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律

（以下，容リ法）」の枠組みでリサイクルされて

いるものが多くなっている。環境科学センター

においても，過去にプラスチックごみに関する

いくつかの調査研究を実施しており，解決すべ

き課題の抽出などに努めてきた経過がある。 

本稿では，主として一般家庭で使用されてい

るプラスチック製品が，使用後ごみになった際，

どのように処理・処分あるいはリサイクルされ

てきたのか，また，過去にはどのような課題が

あり，どのような過程を経て現在に至っている

のかについて解説したい。 

 

２ 容リ法が導入されるまで 

２．１ プラスチックは燃えないごみ 

 一般廃棄物の処理・処分については市町村が

責任を負っている。日本国内においては，狭い 

 

国土に加えて，現在も COVID-19 が世界的流行

になっているように，過去においても感染症拡

大の危険を防止するための衛生的な処理が求め

られたため 2)，焼却処理が主流になっている。

最新の 30 年度の報告では 3)，直接焼却率が

80.1％であり，一時よりはリサイクルが進んだ

ことから，減少傾向になっている。とはいえ，

高度経済成長期に大量に排出されたごみの処

理・処分に対しては，その時々に応じて，各自

治体が苦労しながら進めて来た。神奈川県内で

は自治体によってその方法が異なる一方，東京

都（特別区 23 区のこと、以下同様）は一律でわ

かりやすいためそれを参照すると 4)，昭和 35 年

当時は，ごみの 8 割以上が埋立処分されていた。

また，わずかに焼却されていたごみについても，

水分が多い生ごみ主体であったことから，ごみ

のカロリーも低く，焼却炉で不完全燃焼を起こ

すなど，炉の構造とのミスマッチがあったと述

べられている。それが，昭和 40 年代に入ると，

プラスチックごみの量が著しく増加した。表１

に東京都におけるごみ組成の推移を示す 5)。 

 

表１ 東京都におけるごみ組成の推移（wet ベース）5) 

   （単位％）  

 

 

1963年 1968年
紙類 24.8 35.2

可燃物 プラスチック 2.2 8.7
繊維 3.6 3.8
厨芥 37.3 22
その他可燃物 7.6 18.3
金属 2.1 2.3

不燃物 ガラス 2.0 3.6
その他不燃物 20.4 6.1

100.0 100.0計
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特にプラスチックは，燃やすとその高い発熱

量によって焼却炉を損傷すること，主として塩

化ビニル（PVC）による焼却炉内での高濃度塩

化水素ガス発生の問題が浮上したこと，また一

説にはプラスチックの安定剤として使用されて

いたカドミウム（Cd）が原因と言われているが，

排ガスを経由して排水中から Cd が基準超過の

状態で排出されたこと 6)，加えて「ごみ戦争*注

1」の真っただ中であったことなどが重なったた

め，昭和 49 年からは，全都一斉にプラスチック

の分別収集を開始した。この時点で，科学的に

は正しいとは言えないものの，プラスチックご

みが「燃えないごみ(実際には焼却不適ごみ)」

へ分別されることになった。当時から，プラス

チックごみは大きな問題を抱えていたのである。 

２．２ プラスチックの埋立処分とその後 

 その後，プラスチックごみについては，埋立

処分される自治体が多くなったが，軽くて容積

が大きく，しかも分解性が低いことから，処分

場の寿命を短縮するという新たな問題を引き起

こすことになった 6)。県内の自治体でも，将来

的にエネルギーとして活用できるように，プラ

スチックごみを圧縮して埋立処分していたとこ

ろもある。一方で，全連続機械式焼却炉の登場

および昭和 48 年のオイルショックに伴う時代

背景により，焼却炉の熱利用，いわゆる「ごみ

発電」が導入されるようになった。炉の耐火性

能も時代とともに進んだため，それを見極めな

がら，横浜市および川崎市のように，プラスチ

ックごみを焼却したり，粗大ごみ・不燃ごみ中

の軽量物（プラスチックが主体）などを焼却す

ることにより，発電効率を上げる取り組みを進

めた自治体も多かった。 

２．３ プラスチックの埋立処分に関する研究 

 神奈川県内には，昭和 40 年代後半から 50 年

代に埋め立てられた，多くの産業廃棄物の最終

処分場が存在する。昭和 52 年 3 月に「一般廃棄

物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に

係る技術上の基準を定める省令」が施行されて

いるが，それ以前に埋め立てられた処分場につ

いては，この基準が適用されない，いわゆる「旧

処分場」と呼ばれるものとなり，前述したほと

んどの処分場がその範疇になる。これらの中に

は管理型処分場も存在するが，多くが水処理施

設の設置義務がない安定型処分場であり，埋立

物としては，安定 5 品目と呼ばれる廃プラスチ

ック類，ゴムくず，金属くず，ガラスくず・コ

ンクリートくずおよび陶磁器くず，がれき類に

限定されている。基本的には，有害物あるいは

有機物が付着・混入しているものを除くことと

されており，平成 9 年には規制強化がなされ，

廃プラスチック類であっても，自動車あるいは

電気製品のシュレッダーダストなどは，鉛など

の溶出が問題であることが確認されたため，除

外されている。余談ながら，この時に石こうボ

ードについても安定化物から除外されたため，

現在管理型処分場である県営のかながわ環境整

備センターにおいて，受け入れ量が多くなって

いる。 

 環境科学センターでは，衛生研究所に廃棄物

部門が存在した頃から，これらの処分場の浸出

水および処理水の検査を継続して実施している。

その中で，浸出水に含まれる有機系化学物質に

関する取り組みも実施していたが，1994 年には，

管理型処分場に敷設してある PVC 製しゃ水シ

ートから，当時軟質 PVC の安定剤として使用さ

れていたビスフェノール A（BPA）が検出され

ることを明らかにしている 7)。それと並行して，

'94 年から'95 年にかけて，国立環境研究所と当

センターも含めた他の地方自治体の環境系研究

機関の共同研究が実施されており 8,9)，その結果，

浸出水中からの検出率が高かった物質は BPA

および 1,4-ジオキサンであった。 

BPA は 90 年代後半に内分泌かく乱化学物質

（いわゆる環境ホルモン）として注目され，環

境省が公表したリスト（SPEED'98）に掲載され

たため，非常に多くのデータが蓄積されている。

また 1,4-ジオキサンについても，この当時は未

規制物質であったが，平成 21 年 11 月に，「公共

用水域の水質汚濁に係る人の健康の保護に関す

る環境基準（水質環境基準）」および「地下水の

水質汚濁に係る環境基準（地下水環境基準）」と

して，0.05 mg/L が設定されている。いずれも親

水性が高い物質であるが，それぞれの性質は少

*注 1：「ごみ戦争」という言葉は，東京都の美濃部知事が，昭和 46 年 9 月の都議会で宣言したもの 5,6)。昭和 41 年杉並清掃工

場の建設計画を発表したが，周辺住民による建設反対運動を契機として，都と住民の全面対決となった。加えて，その前年に

あった夢の島（江東区にある都の海面処分場）からハエ・ネズミが大量発生する事態（ごみのほとんどを埋立処分していたた

め，衛生状態が悪かったことが原因と言われている）を受け，江東区が新たな処分場の建設（延伸）に反対を表明し，都と 22

区に対して「自区内処理」及び「迷惑の公平負担」を訴え，ごみを巡る社会のあり方を問う次元にまで到達した。  



神奈川県環境科学センター研究報告 No.43 (2020) 

- 10 - 

しずつ異なっている。軟質 PVC からの BPA の

溶出は，水と接触するたびに少しずつ起こるこ

とが明らかになっている 10)。図１に１例を示す。 

 

図１ 軟質 PVC の繰り返し溶出試験結果 10) 

 

対象物を変えず，水のみ入れ替えた溶出試験を

5 回繰り返して実施したが，毎回一定量の BPA

が溶出した。このことから，最終処分場から排

出される BPA についても，降雨のたびに雨水と

接触することにより，少しずつ排出されること

が予想された。実際の処分場において，継続的

にモニタリングを実施したところ 11)，大雨（100 

mm 以上の降雨）のたびに，濃度の上昇が認め

られる結果となった。また，BPA はアルカリに

溶解しやすいため，焼却灰と軟質 PVC を混合埋

立した場合に，高濃度で検出されることも明ら

かになった 10)。 

一方，1,4-ジオキサンについては，当時その起

源が完全には明らかにならなかった。しかしな

がら，BPA より親水性が高く，水に無制限に溶

解するとの報告があり 12)，またわずか１例では

あるが，帯電防止剤含有 PVC シートにおける溶

出試験の結果，水との 1 回の接触により，溶出

が完了することが明らかになった。したがって，

降雨が浸透し、埋め立てられた廃棄物と接触す

れば，1,4-ジオキサンの溶出がほぼ完了するの

ではないかと推測している 13)。また，1,4-ジオ

キサンは熱分解によって生成する可能性が以前

から指摘されており 14)，実際に一部の焼却施設

において，バグフィルターで捕集された飛灰か

ら高い濃度で検出されることが明らかになった

ため 15)，環境省では，水の環境基準だけでなく，

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下，

廃棄物処理法）」の規則改正を平成 25 年 1 月に

公布し，1,4-ジオキサンを基準以上に含むばい

じん，廃油および汚泥について，特別管理産業

廃棄物に指定している。 

 BPA の用途は多岐にわたっていたが，軟質

PVC の安定剤としての使用については，2000 年

に日本ビニル工業会などが，自主的に使用禁止

にしている 16)。また，製紙用顕色剤としての使

用についても，同時期に中止している。残って

いる主たるものは，ポリカーボネート樹脂（PC）

のモノマー原料としての用途，エポキシ（EX）

樹脂の原料としての用途およびポリエステルの

中間体としての用途である。このうち，製品か

らの溶出が考えられるのは，PC および EX 樹脂

であるが，PC からの溶出は，軟質 PVC と比べ

て少ないことから 10)，新しい処分場からの BPA

の溶出は，大幅に減少することが推測される。

BPA が排出されても、水処理が比較的容易であ

ることも，安心できる材料の１つである。   

一方の 1,4-ジオキサンについては，ばいじん

以外の発生源として，過去に使用されていたウ

レタン樹脂あるいはポリスチレン（PS）等の帯

電防止剤など，やはりプラスチックに由来する

ものが多くあることが明らかになっている 17)。

過去に埋め立てられた安定型処分場から検出さ

れた 1,4-ジオキサンについては，これらの廃プ

ラスチックに由来する可能性が高いと考えられ

た。ただし，1,4-ジオキサンは分解しにくいこと

から，オゾン処理などが必要とされている 18)。

現在は環境基準も設定されているため，監視は

強化されていると考えてよいだろう。 

２．４ 廃プラスチックのリサイクル 

 高度経済成長期以後は，当然ながら家庭ごみ

と同様，産業廃棄物の排出量も増大した。産業

廃棄物の全国総排出量は，1980 年度が 2 億 9200

万トン，1985 年度は 3 億 1200 万トンで，5 年間

に 6.8 %増加した。さらにバブル経済期を経過

した 1990 年度には，3 億 9500 万トンまで増加

し，5 年間の増加率は 26.6 %であった 5)。この

バブル経済による廃棄物の急増により，不法投

棄の誘発あるいは最終処分場がひっ迫化し，

1991 年（平成 3 年）の廃棄物処理法大改正によ

って，ようやく適正処理だけでなく，排出抑制，

分別収集および再生利用が明記された。 

 これにより，産業廃棄物である廃プラスチッ

クでは，最も事業者が取り組みやすい，製造工

程から排出される端材の再生利用が進められた。

これまでは，残念ながらそれすらもほとんど取

り組まれていなかったのである。もちろん，プ

ラスチックの性質として，熱履歴がかかるほど
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劣化が進行するという特徴があることもリサイ

クルが進みにくかった原因となっている。当時

の廃プラスチックリサイクルの優等生は，黒い

ポリエチレン（PE）製のごみ袋（100%再生品）

であった。色が黒いこともあり，様々なポリエ

チレン製品を再生利用することが可能であった

が，その後，ごみ収集作業員の安全性が考慮さ

れたり，一部自治体では有料の指定ごみ袋へ変

更されたため，黒いごみ袋の製造は縮小されて

いる 19)。 

２．５ ダイオキシン問題とプラスチックごみ 

 一方で，1970 年代には，ベトナム戦争におい

て，米軍が大量に使用した枯葉剤*注 2 に，高濃度

の 2,3,7,8-テトラクロロジベンゾ-1,4-ジオキシ

ン（TCDD）が含まれていたことから，現地住民

に流産，皮膚疾患，がん，先天性欠損症，先天

性奇形が高頻度で発生した 20)。加えて，’76 年

にはイタリア北部の都市，セベソの農薬工場に

おける爆発事故においても，2,4,5-トリクロロフ

ェノール（TCP）製造に伴う副生成物である

TCDD が広範囲に拡散し，家畜等の死亡あるい

は子供の皮膚疾患が確認されたことなどから，

「史上最強の毒物」という触れ込みで，ダイオ

キシン類問題に火がついた。ヨーロッパのごみ

焼却炉からも発生することが確認されたため，

日本においても研究が始まった。'83 年には，愛

媛大学教授（当時）の立川涼氏がごみ焼却炉か

らのダイオキシン類排出を報告したことから，

ごみ焼却炉を巡って，国内は大混乱に陥った 2)。

その後，所沢市の産業廃棄物焼却施設が密集す 

る地区におけるダイオキシン類の発生をマスコ

ミが取り上げたことから，’99 年（平成 11 年）

には，「ダイオキシン類特別措置法」が議員立法

によって成立したのである。ダイオキシン類問

題への具体的な対応については，別の機会に譲

るとして，当初原因の１つに取り上げられたの

が，PVC あるは塩化ビニリデン（PVDC）など

の塩素を含むプラスチックである。研究が進む

につれて，実際にはダイオキシン類の合成は，

De novo 合成によるものであり，発生させない

ためには，3T と呼ばれる温度（Temperature）， 

滞留時間（Time），混合燃焼（Turbulence）の 3

つの条件を揃えて完全燃焼させることが重要で

あることが分かってきた。にもかかわらず，PVC

だけでなく，プラスチック全体が悪者とされ， 

プラスチックを分別収集する自治体が増加し，

再びプラスチックは焼却不適ごみとして扱われ

ることとなった。 

 

３ 容リ法の施行 

 上述したように，廃棄物処理法の大改正に伴

い，再生利用が明記されたものの，積極的にリ

サイクルを進めるインセンティブは働かなかっ

た。しかしながら，前項のダイオキシン類問題

により，プラスチックが焼却不適ごみとされた

こともあり，個別品目ごとのリサイクル法に係

る議論が進むことになった。平成 7 年に制定，

平成 12 年 4 月，一番に全面施行されたリサイ

クル法が容リ法である。これまでにも，びん，

缶あるいは牛乳パックなどの紙製容器包装につ

いては，一部有価物としてリサイクルが進めら

れてきたが，これらに加えてプラスチック製の

容器包装がリサイクルの対象となった。当時，

製品の設計・製造に最も影響を与える生産者に

対し，物理的・金銭的責任を製品の廃棄後まで

拡大して与える拡大生産者責任（EPR；Extend 

-ed Producer Responsibility）が叫ばれていたが，

容器包装を利用する事業者にリサイクル費用を

負担してもらうしくみ，つまり EPR が日本で初

めて導入されたことは画期的であった。また，

消費者にはリサイクル用にごみの洗浄あるいは

分別の役割を，行政には資源物の回収をそれぞ

れ担わせることにより，リサイクルを効率的に

循環させる仕組みが構築されたのである。 

３．１ PET ボトルのリサイクル 

容リ法に基づく，プラスチック製容器包装に

は，大きくわけて PET（Polyethylene terephthalate）

ボトルとそれ以外のその他プラスチックの 2 種

類がある。まず，PET ボトルのリサイクルにつ

いて解説したい。 

当初リサイクルの対象は，飲料用容器および

しょうゆの容器のみであったが，徐々に拡大し，

現在は乳飲料等，その他調味料，酒類及びアル

コール製発酵飲料なども含まれている。これら

については，ふたおよびラベルが PET 樹脂では

ないことから，適切なリサイクルのためには分

*注 2：使用されていた枯葉剤の代表的なものをオレンジ剤（エージェントオレンジ）という 20)。成分は非精製ブチルエステ

ルの 2,4-ジクロロフェノキシ酢酸（2,4-D）と 2,4,5-トリクロロフェノキシ酢酸（2,4,5-T）がほぼ同量。加えて 2,4,5-T の副産

物である TCDD が様々な割合で含まれていた。TCDD はダイオキシン類の異性体の中で最も毒性が高い。  
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別が必要になる。容リ法が制定された平成 7 年

当時は，現在主流である小型 PET ボトル（500 

mL 以下のもの）については，国内の流通を業界

が自主規制していた。しかしながら，海外から

輸入されたミネラルウォーター（小型サイズ）

の人気が若者の間で高まり， 国内メーカーも法

施行に合わせて，解禁に踏み切ったものと思わ

れる 21)。図２に，平成 8 年 8 月，当センターで

実施したモデル地区において収集した PET ボ

トル中の割合を示す。 

図２ 収集した PET ボトル中の割合 

（平成 8 年 8 月：モデル地区にて実施） 

 

モデル地区で実施した結果のため，他素材の

ボトルの混入割合は 0.5%と非常に低かったも

のの，ふた付きのまま排出されたものが，15.7%

と比較的多くあった。逆に，現在では考えられ

ないが，小型 PET の割合が 8.3%と非常に低い

ことがわかる。また，リサイクル等を考慮した

製品設計（DfE：Design for Environment）の考え

方が導入されておらず，サイダーの容器が緑色

をしていたり，炭酸飲料の容器には，強度を保

つため，「はかま」と呼ばれるポリプロピレン

（PP）素材の底がついたものが存在したり，シ

ュリンクラベル（PS 製など）がボトルの全面に

使用された製品が存在した。現在は，DfE が導

入されているため，これらの製品を見かけるこ

とは少なくなったが，一部輸入ボトルなどで青

色のものがまだ存在する。また最近は，DfE の

一環で，ボトル本体の樹脂量を減らすため，軽

量化が進んでいる 22)。しかしながら，このこと

が新たな問題を引き起こす可能性がある。リサ

イクルメーカーによれば，本体を軽量化したこ

とにより，混入するキャップあるいはラベルと

の重量の差がなくなるため，これまでどおり風

力等で簡単に選別出来なくなるとのことである。

つまり，適切なリサイクルのためには，ボトル，

キャップおよび本体の 3 分別をさらに徹底する

ことが必要になると考えられ，県では現在取り

組みを推進している 23)。 

 PET ボトルの再生品についても，時代ととも

に移り変わっている。当初は，作業着などの繊

維製品への再生利用率が高かったが，最近は卵

パック用などのシートへの再生利用率が高くな

っている 24)。しかし，これでは完全循環型の再

生利用とはならないため，品位が劣る製品への

リサイクル，つまりカスケードリサイクルとな

ってしまう。PET ボトルは，中の飲料をより良

く見せるために，透明度が高い良質な樹脂を使

用しており，その製造には触媒を用いている。

過去の調査 25)では，図３に示すとおり海外製の

ミネラルウォーターボトル(A~E)にはアンチモ

ン(Sb)が，国内製造のボトル(F~K)には，ゲルマ

ニウム(Ge)が主に使用されていた。 

 

   図３ PET ボトルに残存する触媒 25) 

 

これらの触媒の飲料への溶出は，食品衛生法

によって規制されているため 26)，飲料の安全性

には問題がないが，使用後の PET ボトルが環境

中へ散乱したり，カスケードリサイクルばかり

を進めると，環境への負荷が増大するため，や

はり再びボトルに戻すことが最適である。 

 ‘04 年には川崎エコタウンにて，ペットリバ

ースという会社が，廃 PET ボトルから PET ボ

トルへのリサイクル（PET to PET またはボトル

to ボトル）事業の操業を開始した。ここでは，

原料へ戻すケミカルリサイクル方法の 1 つ，ア

イエス法を採用している。PET 樹脂を製造する

1 つの方法として，エチレングリコール（EG）

とテレフタル酸（TPA）から，中間体であるビス
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-2-ヒドロキシエチルテレフタレート（BHET）を

合成し，これを重合化する方法があるが，廃 PET

ボトルから EG を用いて化学分解し，中間体で

ある BHET を製造する方法がそのリサイクル工

程である。ただし，ペットリバースは，平成 20

年に経営破綻し，その後東洋製罐がプラントを

継承して，ペットリファインテクノロジー株式

会社として事業を継続している 27)。 

一方，PET のもう 1 つの製造法が，テレフタ

ル酸ジメチル（GMT）と EG でエステル化を行

い，重縮合によって製造する方法である。過去

には帝人が，廃 PET ボトルから上記と同様に

BHET を製造後，メタノールを用いて DMT を

製造することで，ボトル to ボトルのケミカルリ

サイクルに取り組んだが，平成 17 年にプラン

トは休止し，現在はこの技術を繊維の再生に利

用している 28)。ケミカルリサイクルを行うため

には，化学プラントの建設が必要になるため，

非常にコスト高になる。また，一時期廃 PET ボ

トルが中国へ輸出され，高値で引き取ってもら

えたことから，国内の原料調達にもコストがか

かるようになった。以上のことから，いずれの

事業も厳しい局面を迎えたわけである。 

しかしながら，最近は，より簡易なメカニカ

ルリサイクル方法が実用化されている 29)。使用

済み PET ボトルを選別，粉砕および洗浄して表

面の汚れおよび異物を十分取り除いた後，高温

下に曝して樹脂内部に貯まっている汚染物質を

拡散させて除染する方法である。国がプラスチ

ック資源循環戦略をまとめたことから，各メー

カーも競って 100 %再生ボトルの導入を進めて

いるところである。 

３．２ その他プラスチックのリサイクル 

PET ボトル以外のその他プラスチックについ

ては，まず分別がわかりにくいと言われている。

法対象の費用負担があるものと，そうではない

ものに分ける必要があるためである。例えば，

容器包装のように見えるクリーニングの袋（役

務の提供に使用されるため）あるいは CD・DVD

等のケース（中身を分離した場合に不要となら

ないため）などが対象外となる。さらには，容

器包装ではないプラスチック製品，例えば 100

円ショップで購入するような，プラスチックの

ケース類あるいは歯ブラシ，こどものおもちゃ

などは当然対象外となる。 

リサイクルの優先度は，マテリアルリサイク

ルを第一に推進することになっており，令和元

年度は 34.5 万トンが再商品化の原材料として

活用されている。実際には，様々な材質のもの

が混合しているその他プラスチックを，高度な

製品へとマテリアルリサイクルすることは非常

に難しいと思われる。現在は，パレットあるい

は擬木などが主な用途である 30)。 

発泡 PS 製の食品トレーについては，自治体

により個別に収集しているところがある。これ

については，単独素材であるため，再利用しや

すいものになっている。スーパーなどで回収し

ている PS トレーについては，株式会社エフピ

コが，スーパーへトレーを納入する際に回収す

る方式で，トレーto トレーのリサイクルを実現

している 31)。ただし，食品と直接接触する部分

には安全性を考慮し，フィルム状の新材料を使

用している。 

一方，ケミカルリサイクルには，令和元年度

で 30.9 万トンが活用されている 30)。用途として

は，コークス炉化学原料，高炉還元剤，熱分解

油及び合成ガスであり，県内では川崎市の昭和

電工株式会社（アンモニアガス化）あるいは JFE

スチール株式会社の高炉における利用などが代

表的である。容器包装リサイクル協会のウェブ

サイトでは，自身が住む市町村から収集された

プラスチックごみが，マテリアルリサイクルさ

れているのか，ケミカルリサイクルなのかが「見

える化」されている 32)。 

容リ法の枠組み以外で収集されているプラス

チックごみについては，市町村が独自にリサイ

クルを行っている（独自処理と呼ばれる）ケー

スがほとんどである。独自処理を選択している

理由としては，容リ法では，毎年入札によって

リサイクル先が異なるため，市民に説明しにく

いことがある。また，過去には，独自処理の方

が，低コストでリサイクルが出来る＝収集した

資源物が高く売れるために，独自処理を選択し

ていたケースも多い。しかしながら，この独自

処理分が，産業廃棄物である廃プラスチックと

ともに，中国において高値で取引されたものの，

分別が不十分だったり，汚れが付着しているな

ど，低品位なものがほとんどであったことから，

2019 年末までに，段階的な禁輸措置が取られる

ことになったのである 33)。これらがそのまま，

東南アジア諸国へ流れたものの，中国ほどの処

理能力がなかったことから，各国が輸入制限を
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かけることになった。このような国際的状況を

受けて，2021 年 1 月からは，改正バーゼル条約
*注 3 により，相手国の許可なく汚れたプラスチ

ックの輸出は出来ないことになっている。一時

は国内に滞留したものの，輸出量は’16 年に 153

万トンだったものが，’19 年が 100 万トンとな

っており，予想したほど減少してはいない。輸

出事業者は，できるだけ有価で輸出するため，

異物除去を行っているからのようである 34)。背

景には，国内における処理あるいはリサイクル

の能力を，急激には増やせないこともあると思

われる。 

３．３ プラスチックごみのリサイクルに関す

る研究 

環境科学センターでは，科学技術振興調整費

を活用した「環境と資源の持続的利用に資する

資源循環型エコシステムの構築に関する研究

（第Ⅰ期：平成 7~9 年度，第Ⅱ期：平成 10~12

年度）に参画し，「廃プラスチックのリサイクル

技術の開発に関する研究」をメーカーと共同で

実施した。当時の田中真紀子科学技術庁長官が，

「生活者ニーズ対応研究」に予算をつける意向

を示したことから始まったものである。三菱重

工業株式会社横浜製作所（当時）が開発した，

近赤外線による廃プラスチックの選別プラント

は，茨城県牛久市に導入されたところであった。

選別効率を上げるためには，どのような分別を

市民にお願いしたらよいかについて，大磯町な

どをモデル地区として，住民説明なども実施し，

分別行動がどのように変化するかなどの検討を

行った 35,36)。町内のモデル地区において，説明

会を実施後にプラスチックごみの排出状況を調

べたところ，実施前と比べて実施後では，プラ

スチック以外のごみの混入率が 18.3 %から

9.2 %へ改善された。また，併せてプラスチック

ごみの排出実態を調査した結果，先に述べたよ

うに，ごみ焼却施設から排出されるダイオキシ

ン類が問題となっていた社会的背景から，卵パ

ック・果物パックなどが，PVC から PET へ切り

替わりつつあったこと，また，近赤外線による

分別が難しい，アルミ蒸着袋（ポテトチップス

などに使用）あるいは複合素材（ハム等の加工

食品用に素材を複数層に張り合わせたものなど）

が全体の 5 %程度あったことなども明らかにし

ている。 

さらに，分別されたその他プラスチックにつ

いては，別の共同研究者である企業が油化を行

うための実証事業も行っていたが，結論から言

えば，当時多くのメーカーが盛んに研究を進め

たものの，ほとんど実用化には至らなかった。

当時の担当者が「こんな生ごみに近いもので

は・・・」と感想を述べていたとおり，不純物

があまりにも多く，油化装置が詰まったりする

トラブルが頻発したためである。汚れたプラス

チックについては焼却し，エネルギー回収を実

施した方が，廃棄物に特化したライフサイクル

アセスメント（WLCA）37)による評価結果にお

いても，環境への負荷が小さい結果になってい

る。高カロリーのプラスチックごみが混入する

ことにより，焼却時に必要な助燃剤の使用量が

減ることも 1 つの要因になっている。現在は，

海洋プラスチックごみだけでなく，気候変動に

関する問題への取り組みも強化すべき課題であ

ることから，焼却によるエネルギー回収（日本

ではサーマルリサイクルと呼ぶ）は，国際的に

も合意されておらず，CO2 排出量増加につなが

るために「厳に慎むべき」と言われている。汚

れることが前提のプラスチック製品は，バイオ

マス由来のプラスチックで作ることも必要であ

ろう。昨今の環境問題については，トレードオ

フと呼ばれる，あちらが良ければこちらが立た

ずといったものが多く，その中でより良い方法

を選択することが必要になる。先ほどのハム等

の加工食品用に使用される複合素材についても，

リサイクル性に関しては劣るものの，中身であ

る食品の保存状態を良好に保つことを考えれば，

食品ロスの削減には貢献するのである。 

以上のことから，容リ法対象プラスチックの

完全なリサイクルは，技術的に非常に難しいこ

とがわかる。排出する際，樹脂別に完全に分離

できれば可能性はある。ただし，特定家庭用機

器再商品化法（以下，家電リサイクル法）のよ

*注 3：バーゼル条約の正式名は,「有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関するバーゼル条約」(1992 年 5 月

5 日効力発生。2019 年 12 月現在，締約国数は 186 か国，EU 及びパレスチナ)。’80 年代に入り, ヨーロッパの先進国からの廃

棄物がアフリカの開発途上国に放置され，環境汚染が生じるなどの問題が発生し，何ら事前連絡・協議なしに有害廃棄物の

国境を越えた移動が行われ，責任の所在も不明瞭だったことがきっかけ。日本はリサイクル可能な廃棄物を資源として輸出

入しているが，条約の手続きに従った貿易を行うことが地球規模の環境問題への積極的な国際貢献となるとの判断の下，

1993 年 9 月 17 日に同条約への加入書を寄託し，12 月 16 日から効力を生じている 40)。 
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うに，メーカーが主導して実際のリサイクルを

進める仕組みであれば，技術的な課題も解決し

やすいことから，プラスチックのリサイクルも

比較的問題なく進んでいるようである。容リ法

についても，5 年ごとの見直しのたびに，様々

な議論がされているものの，残念ながら問題の

本質的解決には至っていない。メーカーに対し

て，費用負担だけでなく，技術的な課題の解決

を負担させる形になれば，よりリサイクルが進

むのではないかと考える。 

 この原稿を執筆中に，2 つのニュースが飛び

込んできた。1 つは，プラスチックのバリュー

チェーンを構成する 12 社，サントリーMONO 

ZUKURI エキスパート，東洋紡，レンゴー，東

洋製罐グループホールディングス，J&T 環境，

アサヒグループホールディングス，岩谷産業，

大日本印刷，凸版印刷，フジシール，北海製罐，

吉野工業所の共同出資により，「R PLUS JAPAN 

（アールプラスジャパン）」を設立し，さらに広

く出資を求め，使用済みプラスチックの新たな

再資源化技術を用い，業界を超えた連携により，

'27 年の実用化を目指すというものである 38)。

もとになる技術は，アネロテック社が開発した

もので，バイオ素材であるウッドチップを使用

し，独自の熱分解，触媒反応を用い，PET ボト

ルの原料であるキシレンを生成するものと説明

されている。PET 以外の使用済みプラスチック

を原料とすれば，エチレンあるいはプロピレン

など，プラスチックの原料が生成可能とのこと

である。それぞれのメーカーが知恵を出し合っ

て進める点が，技術的課題の解決につながると

考えられるため，実用化が楽しみな技術である。 

 さらにもう１つは，政府がプラスチック製容

器包装とともに，歯ブラシや文房具などの製品

プラスチックも一括回収してリサイクルする仕

組みの導入に向けて検討を始めたというもので

ある 39)。費用負担の問題さえ解決できれば，過

去からあった「同じ素材なのに，どうして製品

系のプラスチックがリサイクルできないのか」

という，一般の方々の疑問が解消されるかもし

れない。 

 

４．おわりに 

 以上プラスチックの処理・処分およびリサイ

クル方法の変遷について述べてきたが，使用中

は本当に便利で，使いやすい素材であるのにも

かかわらず，使用後は適正処理がしにくく，埋

立処分しても有害物質の溶出などの問題があり，

さらにはリサイクルにも限界があるという，非

常にやっかいな素材であることが理解いただけ

たかと思う。そもそもプラスチック製品の製造

は，使用するメーカーが仕様を出すため，レデ

ィメイドというよりは，オーダーメイドで作ら

れており，同じ PEという材質ひとつとっても，

その性質はモノによって千差万別であると，メ

ーカーの方から教えられたことがある。当然，

それらを一緒にして適正に処理・処分またはリ

サイクルすることは，かなり困難であることが

推測される。 

また，現在プラスチック資源循環戦略にもあ

るように，植物由来の原料なども使用したバイ

オマスプラスチックの利用を促進している。こ

のうち，過去一時流行した生分解性プラスチッ

クについては，何をもって生分解性ありと評価

できるのか，適切な評価基準が存在しなかった

が 40)，OECD ガイドラインの方法等を参考とし

て評価が出来るようになり，プラスチックにト

ウモロコシでんぷんを混ぜただけといった製品

はほぼなくなっている 41)。しかしながら，私た

ちが日常使用している，いわゆる汎用のプラス

チック類とは材質が異なることから，現行のリ

サイクル手法に支障をきたす可能性が考えられ

るが，残念ながらそこまでの議論はまだ進んで

いない。 

ごみ全体の問題にも当てはまるが，マイクロ

プラスチックも含めて，プラスチックごみの問

題を簡単に解決できる便利なツールは，今のと

ころ存在しない。プラスチック資源循環戦略を

受けて，メーカーもリサイクルなどに力を入れ

つつあるが，消費者の関心が高まっている今の

うちに，それぞれの役割分担を踏まえ，適用可

能な新たなスキームを導入することが望まれる。 
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